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Ⅰ 沖縄における海運の現況 

１．国内航路 

 (1)那覇港を定期で発着する本土航路は９社１７航路、２７隻。 

    先島航路は２社６航路、７隻。（いずれも２０１４年６月現在） 

  

 (2)本土航路を運航する主力７社で構成する沖縄航路輸送協議 

    会の２０１４年度輸送実績は５３０万トン。 

    その内、琉球海運(株)のシェアーは40.3％。 
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２．国際航路 
 

（１）沖縄を経由する国際航路は７航 

    路、週5.5便。 
  県内資本の琉球海運(株)が高   
      雄に週１便、南西海運が厦門、 
  基隆、高雄に週1便配船してい 
  る。（２０１４年８月現在） 

 

   

   

 

 

   

３．内外別のシェアー 
 

（１）内外航別の輸送シェアーは、内貿の８８％に対し外貿は１ 
    ２％。県内における生活物資は、本土からの移入品が大半 
    を占めている。 
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Ⅱ 地元船社による国際航路の展開 

１．琉球海運(株) 

  

 (1)航路開設の経緯 

  ①2014年６月、既設の博多・鹿児島・那覇・先島航路就航船 

    RORO型「みやらびⅡ」（主要目等は別紙③）を台湾（高雄）まで延  

   航させることによって開始。    

   

      ②当面、週1便体制でｽﾀｰﾄ。軌道に乗せて将来複線化を目指す。   

 

  ③日本で唯一の内・外航併用船 

    

 

 
３ 



 (2)航路開設の背景 

   ①アジア経済の変化への対応 

     日本経済の成熟、少子高齢化、人口減に伴う縮小。 

     対照的にアジア経済は拡大。 

     国際経済連携（FTA、EPA、TPP等）の推進による貿易の拡大。  

 

   ②沖縄の産業振興の推進 

    「沖縄21世紀ビジョン」における基本施策－アジアを基軸とした    

            ネットワークの構築、物流対策強化。 

     那覇港・那覇空港を基軸とする国際物流拠点の形成。 

      

     『新たな時代における万国津梁を実現するとともに、県内事業者等によ 

      る海外展開や輸出拡大を促進するなど、著しい経済発展を続けるｱｼﾞｱ 

      の成長と活力を取り込む自立型経済の構築を目指します。』 
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  ③九州経済の国際化への連携 

    自動車・IT産業、農業を中心に九州は国内他地域に比べ海外、と 

     り分けアジア市場依存の経済構造。アジア志向は強い。 

 

（３）RORO船の特性を生かす 

   ①船の高速性と碇泊中における荷役時間の短さによる定時性 

     の確保。 

   ②ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝが不要で、ｺﾝﾃﾅ・ｼｬｰｼ・重機類等多種多様な 

     荷物が積める。    

   ③大型船ゆえによる欠航率の低さ。  

   ④水平荷役による貨物への衝撃・振動の少なさ（精密機械等 

     の輸送に最適）  
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（４）高雄以遠（＝世界）へのトランシップ 

   （１）①2014年12月、世界有数の大手・(株)商船三井（MOL）と業 

       務提携し、高雄以遠のトランシップ輸送が可能になる。  

      ②MOLは高雄から高速コンテナ船で香港・シンガポール・ 

       ジャカルタ・バンクーバー・ニューヨーク他１１航路に配船。 

       さらに、その先にも世界中にトランシップ可能な定期コン   

                  テナ船を９０航路張りめぐらしている。  

    

   （２）トランシップ実績 

      沖縄から海外へ  香港、マニラ、ニューヨーク、マイアミ 

      日本から海外へ  （ハンブルグ）、（ベトナム）、（タイ） 

 

      海外から沖縄へ  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾍﾞﾗﾜﾝ、ﾊﾞﾝｸｰﾊﾞｰ、タコマ 

      海外から日本へ  タコマ、ロングビーチ 

                        （     ）内の地域は、今後輸送を予定している地域 ６ 



 ２．南西海運(株) 

   

   （１）就航船   「せつ丸」（３，４００国際総トン、コンテナ船） 

    

   （２）就航航路  那覇・平良・石垣・基隆・厦門・高雄・那覇   

             （週１便） 

７ 



 Ⅲ 沖縄を巡る海運のこれから 

  １．国内航路（本土／沖縄間航路、県内先島・離島航路） 

    本県は基本的には消費経済構造だが、次の要素によって今後 

     数ｹ年は、継続的に成長するものと思われる。 

   （１）観光関連 

       中国、台湾からの流入。円安による国内客の流入。 

       イオンリゾートモールのオープン。外資におけるリゾートホテル 

       の建設。（将来的にＵＳＪのオープン） 

   （２）建設関連 

      那覇空港第２滑走路。モノレールの延伸。 

      （将来的にMICEの建設） 

   （３）人口 

       全国トップクラスの出生率。定年退職者移住等による社会増。 

     
８ 



 ２．国際航路－「自己完結」型経済から「万国津梁」型経済へ  

    

   （１）ANAハブの成功により県内では沖縄県物産公社のように県内産品の出 

       荷に止どまらず、他県産品も併せてアジアへの輸出を目指す中継型・商 

                 流型のビジネスが始まっている。 

    

   （２）他県産の類似品といたずらに競合するだけでなく、お互いの長所・特質を 

                学び切磋琢磨し協調して国外出荷を目指せば、シナジー効果が生まれる 

                可能性がある。 

         

       （３）那覇港・台湾とパートナーシップ合意（MOU）締結。（2015年4月21日） 

        

    

         （４）琉球海運は本土各地の支店、グループ子会社、代理店、友好会社と提携 

                のうえ、航路網を活用して公社のような先進的企業との連携を図っていく。 

     
９ 



Ⅴ 結び 

21世紀における「万国津梁」の再現を目指して。 

１０ 


